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研究成果の概要（和文）：　阪神・淡路大震災の後、地域経済は一時的に復興景気により好転したが、その後長
期的な停滞となった。東日本大震災においても同様の事態を招かないような復興政策が必要である。前者の長期
的な影響と後者の現状を分析することにより、復興政策の在り方を検討することを目的としている。
　停滞は、供給面と需要面から生じる。供給側の要因として、短期的な復興事業は雇用のミスマッチを引き起こ
し、長期的には産業構造の転換に対応できなかった地域は衰退する。一方、需要側の要因として家計は二重債務
や失業の経験による生活水準の低下から消費の停滞を引き起こす。このような観点のもとに地域間・産業間の相
互依存関係の分析を行った。

研究成果の概要（英文）：Regional economy temporally enjoyed boom recovery investment after Great 
Hanshin-Awaji Disaster, it suffered long-run stagnation.  Policy makers in charge of recovery from 
Great East Japan Disaster should be careful to avoid such stagnation.  The project aims to analyze 
the long-run effect of Great Hanshin-Awaji Disaster and current situation of Great East Japan 
Disaster.
Stagnation comes from both supply side and demand side.  As supply side factor, mismatch in 
employment induced by recovery investment in the short run, while region which failed to transform 
industrial structure declined in the long run. As demand side factor, household who experienced 
double debt or unemployment lowered standard of living and shrank consumption.  Inter-regional 
input-output analysis was conducted from these points of view.

研究分野：経済学　産業連関分析
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１．研究開始当初の背景 
 阪神・淡路大震災の後、地域経済は一時的
に復興景気により好転したが、その後長期的
な停滞となった。東日本大震災においても同
様の事態を招かないような復興政策が必要
である。 
 
２．研究の目的 
 阪神・淡路大震災の長期的な影響と東日本
大震災の現状を分析することにより、復興政
策の在り方を検討することを目的としてい
る。 
 
３．研究の方法 
全体的な把握のために(1)地域間の相互依
存関係を分析する。供給側の要因として、(2)
人口の動向、(3)雇用の動向の分析を行う。 
需要側の要因として、(4)家計の消費の分析
を行う。(5)金融的側面、(6)地方財政制度、
(7)復興投資の在り方を研究することにより、
復興のための財政的基盤の在り方を検討す
る。これらを通じて、復興政策に関して総合
的な研究を行う。 
 
４．研究成果 
 各研究グループは、以下の結果を得た。 
(1)地域間の相互依存関係 
地域産業連関モデルによる都道府県間の経
済的依存関係の分析を行うために、47 都道府
県の 2011 年産業連関表を結合して、都道府
県間産業連関表を作成した。東北 3県の復興
投資（固定資本形成：対 2010 年度増加額）
による地域波及効果を計算した結果、下図の
ようになる。宮城県における経済効果は、発
災直後から大きいが、福島県ではかなり遅れ
て経済効果が出ていることが分かった。 

 
 
(2)人口の動向 
1920 年から 1995 年まで神戸市の市街地人口
は西部と中東部で同じような推移をしてき
た。1960 年代以降市街地の人口の停滞、郊外
地域の人口増加が生じていた。阪神・淡路大
震災を境に、中東部は人口増加を、西部の人
口減少が生じ、郊外地域も停滞するという状
況に変化したことが分かった。 
(3)雇用の動向 
事業所企業統計を用いて産業別事業所数と

従業者数に着目し、震災が被災地の労働市場
に及ぼす影響を検証した。分析の結果、以下
の 2点が明らかになった。第一に、震災後の
短期的な復興需要により、広範な自治体にお
いて、建設業の事業所数及び従業者数の急激
な伸びが観察された。これは雇用のミスマッ
チの背景要因となっていると理解できる。第
二に、被災地労働市場の長期的な動向には異
質性があり、神戸市東部や西宮市では、第三
次産業へのシフトが非農林漁業従業者数の
伸びを支えたのに対して、神戸市西部の長田
区においては、主力の製造業の事業所数、従
業者数の急激な落ち込みとともに全体の従
業者数も減少を続けている。神戸市の西隣に
ある明石市では震災によるマイナスの影響
は見られなかった。 

 
(4)家計の消費 
家計の消費は、生活水準に依存している。阪
神・淡路大震災の被災地居住者を対象に、現
在に至る持続的な影響はないか、生活水準の
回復は所得水準の回復とどのように連動し
ているかをアンケート調査した。学界では長
期的な影響はないとする見方が主流である
が、回答者の 3割は現在も経済的影響がある
とする主観的評価を持っており、それに震災
の直接・間接被害、失業経験、二重債務によ
る影響があることが判明した。 
震災後の転入者の所得が被災時居住者より
高い傾向にあり、被災地全体として復興して
見えるのは、転入者の所得の影響があると示

 

西宮市 第 3次産業 従業者数 

 

神戸市長田区 製造業 従業者数 

 



唆される。  

 
(5)金融的側面 
 東日本大震災前後の被災東北3県に関する
「日銀短観」を比較したとき、資金繰り判断
DI は岩手県がマイナスのままであるのに対
して岩手県は宮城県と福島県に比べて、資金
繰り難にあり、借入金利水準の低下を感じて
いないが、業況が良いと判断しているという
特徴が見いだされる。これらの特徴が企業行
動にどのような影響をもたらしたかを企業
データベースに基づき、分析した。 
 企業データによる分析の結果、震災後、流
動資産売上高比率は被災3県すべてが上昇し、
資金繰りは改善している。一方、「流動比率
(流動資産/流動負債)」は岩手県が下落、宮
城県・福島県が上昇している。前者は日銀の
「金融機関の貸し出し態度判断 DI」と、後者
は「資金繰り DI」と整合的である。岩手県が
資金繰り難になることは「流動比率」を見る
限り妥当である。これらが企業パフォーマン
スに及ぼした影響として、売上高成長率に対
して前期流動資産売上高比率は岩手県、宮城
県ともに有意に正の影響を持つが、前期流動
比率は岩手県のみに有意に正の影響を持つ
ことが示された。岩手県のみ借入金利水準の
低下を感じていないことについては、売上高
成長率に対して、今期財務費用・借入金比率
が宮城県福島県に関して有意に正であるの
に対して岩手県では優位ではなかった。 
 (6)地方財政制度 
消費税と地方消費税の関係について国と地
方の税収の清算基準を再検討することが必
要であるという結論となった。これは、復興
を支える地方税収の在り方についても適用
できる視点である。 
(7)復興投資の在り方 
 防災工事費用と災害復旧にかかる費用を

どのようなタイミングで行うかを検討した。
各時点に生きる人達が均等に負担するとい
う費用負担原則を採用し，この原則の下で，
被害額を減少させる防災工事を実行すべき
かどうか，実行するとすれば，どのタイミン
グで実行すべきかを理論的に考察した。防災
工事の費用１円あたりの災害減少額がある
値より大きい場合には，現時点で，防災工事
を実行すべきであり，その値は，災害発生確
率の減少関数，利子率の増加関数という結論
が導かれた。 
 また、応急仮設住宅の供給のあり方につい
て検討を行った。大規模災害の被災者には、
災害救助法の現物・現地の原則が適用され、
被災地にはプレハブ住宅が建設される。しか
し、被災地には、遊休している既存住宅スト
ックが存在している場合もあり、現物で住宅
を供与する必要性は低い。現物での供与は被
災者間の利害調整の必要から時間がかかり、
自由な転居も妨げる。しかも、プレハブ建設
は、平均的な家賃 5年分の財政負担が必要で
ある。生活再建が困難な被災者にとって、応
急仮設住宅は実質的な経済支援であり、現金
による支援が望ましい。 
 以上、震災に関する経済分析を多角的に行
った。今後、近い将来発生するといわれてい
る南海・東南海地震における対策に活かせる
よう、さらに研究を深め、政策提言に結び付
けていきたい。 
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